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平成３０年１０月４日                                                     

保健福祉局長寿社会対策課 

 

 

高齢者の施設利用料減免手続きの見直しについて 
 

 

１ 現在の事業概要 

高齢者の生きがいづくりや社会参加促進のため、その年度に６５歳を迎える市民に

対して、文化・体育施設等を割引料金で利用できる「年長者施設利用証（以下、「利用

証」という。）」を交付している。 

 

項 目 内  容 

交付対象者 当該年度中に６５歳になる市民 

※平成３０年度は１４，０８５人に発送 

決算額 １，８０７千円（平成２９年度） 

利用者数 延べ７３５，８３３人（平成２９年度） 

対象施設 北九州市内１０８施設、福岡市内１０施設、下関市内１０施設、 

熊本市内１７施設、鹿児島市内９施設 

減免総額 １９２，３５４千円（平成２９年度） 

 

２ 課題 

・「利用証の不携帯時に、施設窓口で他の身分証明書を提示しても割引を適用してくれ

ない」、「本人以外の者が使用している」等の苦情がある。 

・広域連携で相互利用している福岡市等の市民が、北九州市の施設を利用する場合は、

「年齢及び住所が確認できる公的機関の発行した証明書」等で確認しており、取扱

いに不均衡が生じている。 

・利用証は、６５歳時にのみ交付するため、紛失や劣化、市外からの転入の際に、区

役所での再発行等の手続きが必要となり、市民にとって負担となっている（年間約

２，０００件）。 

 

３ 見直しの内容 

今後は、高齢者の利便性を高めることを目的に、 

（１）身分証明証（マイナンバーカードや健康保険証等）の提示で、割引料金を適用で

きるように取扱いを変更する。 

（２）利用証の新たな交付を廃止する。 

なお、既に交付済みの利用証は、今後も使用可能とする。 

（３）６５歳以上の全市民へ、高齢者の施設利用料減免制度について周知を行い、 

利用促進を図る。 

 

４ 政令市の状況 

（１）高齢者施設割引証を交付している政令市（１１市）                             

   北九州、仙台、さいたま、川崎、横浜、静岡、浜松、名古屋、神戸、岡山、熊本 

   

（２）高齢者施設割引証を発行していない政令市（９市） 

    札幌、千葉、相模原、新潟、京都、大阪、堺、広島、福岡      

    ※福岡市は平成２８年度をもって「シルバー手帳」を廃止 
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５ 広域連携事業 

  本市では、福岡市、熊本市、鹿児島市、下関市との交流・連携に取り組み、広域連

携事業を実施している。 

他市の市民が北九州市の施設を利用する場合は、「年齢及び住所が確認できる公的 

機関の発行した証明書」等で確認している。 

 

６ 今後のスケジュール 

平成３０年１１月 市民周知開始（ポスター、チラシ、市政だより、ホームページ） 

平成３１年 ４月 平成３１年度から利用証の新規交付廃止 

（費用削減額 約１８０万円） 

 

７ 市民への周知方法 

 ・市政だより、ホームページ。 

・区役所、市民センター、各施設においてチラシ配架、ポスター掲示。 

・介護保険被保険者への送付文書に周知文書同封。 

・マイナンバーカード担当部局と連携し、希望者のカード取得を支援。 


